
 
 

歯科医師臨床研修推進検討会（第８回）  

 

平成２1 年９月１８日(金) 

１４時００分～１６時００分 

厚生労働省仮設第４会議室 

 

○ 議 事 

１． 歯科医師臨床研修推進検討会の論点整理について 

２． 研修管理委員会の運営方法について 

○ その他 

 

【資料一覧】 

資料１ 歯科医師臨床研修推進検討会の論点整理（案） 

資料２ 研修管理委員会の運営方法について 

参考１ 歯科医師臨床研修推進検討会報告書（平成 21 年 12 月 22

日）の記載項目 

参考２ 臨床研修施設のグループ化による群方式の推進  

第８回作業委員会（平成２１年７月８日）とりまとめ案 

参考３ 新たな臨床研修施設の導入による群方式の推進 
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歯科医師臨床研修推進検討会の論点整理（案） 

 

はじめに 

○歯科医師臨床研修の趣旨は 

・基本的・総合的診療能力を身につける  

・地域保健・医療の実施  

・病診連携の理解と実践  

・診療所における医療安全管理の理解  

・より多くの症例の経験と実践  

であり、その方策として臨床研修施設群方式を推進することが望ましいと提言され

ている。（医道審議会歯科医師分科会歯科医師臨床研修部会意見書 平成 17年 7月 12日） 

○今回の見直しは、上記の趣旨に従い、現在の歯科医療ニーズを捉えた上で、臨床研

修制度の円滑な推進、歯科医師の一層の資質向上、安心・安全な歯科医療の提供を

図るものである。 

＊資料中の表記について 

単独型臨床研修施設を「単独型」、管理型臨床研修施設を「管理型」、協力型臨床研修施設を「協

力型」と略す。 

１．臨床研修施設群方式の推進 
①研修協力施設の新たな活用策 

 研修協力施設のうち、現に地域医療、在宅医療等を実践している医療機関、及び 
 研修歯科医の受け入れ実績がある医療機関を、新たな臨床研修施設とする。 

    ○「連携型臨床研修施設」（以下、連携型と表記）は、管理型又は協力型と共

同して臨床研修を行う病院又は診療所（単独型を除く）とする。 

○常に勤務する歯科医師が 1人以上であり、指導歯科医を常勤で置くこと。 

○歯科衛生士を常勤換算で１人以上おく 

○原則として、○○日以上の研修を行うこととする。 

○適切な指導体制を有しており、当該施設における臨床研修の実施を管理す

る研修実施責任者を配置していること。なお、研修実施責任者は常勤の指

導歯科医であり、十分な指導力を有するものであること。 

    ○管理型からの推薦があり、以下のいずれかに該当すること 
ア）臨床教授等の資格がある常勤の指導歯科医がいる。 
イ）研修協力施設として２年以上研修歯科医の受け入れ実績があり、へき 
  地医療、在宅歯科診療、障害者に対する歯科診療等を実践している。 
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②臨床研修施設間の連携の強化（いわゆるグループ化） 
従来の単独方式、臨床研修施設群方式は引き続き実施する。臨床研修施設群方

式は多様な実施方法が考えられることから、臨床研修施設間の連携の強化を図

った研修実施方法を新たに取り入れる。 
プログラム責任者が策定した計画に従って、施設間連携、情報共有のもと研修

プログラムの目的にあった研修スケジュールを設定できることとする。 

（対象：管理型、協力型、連携型） 

○曜日、週又は月により異なる研修施設で研修を行う。 

○（グループとなる施設数は）３施設以上５施設以下とし、そのうち２施設

を協力型とする。 

○（グループとなる）臨床研修施設の地域性及び研修期間の配分は、研修に

支障を来さないよう配慮する。 

○（グループによる）研修の期間は３ヶ月以上とする 

○（グループによる）研修を行うにあたり、当該研修を実施する管理型又は

協力型が、（グループ内の）臨床研修施設間の調整を行う。 

○（グループによる）研修を行う際は、原則全ての臨床研修施設で研修を実

施する。 
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③指定要件について 

歯科衛生士の雇用が困難である実態に配慮するものの、適切なチーム医療につ

いて研修を行うことも必要である。 

（対象：すべての指定施設） 

○歯科衛生士又は看護師が適当数（原則として常勤の指導歯科医、または当

該年度に募集する研修歯科医と概ね同数）確保されていること。（歯科衛

生士の数の算定は常勤換算とする） 

ただし、歯科衛生士は常勤換算で１人以上おくこと。 

 

   全身管理に対する考え方 

○入院症例の研修について、「病床を有さない診療所においては、入院症例

の研修体制が確保されていること」を「病床を有さない診療所においては、

外来患者を含めた全身管理の研修を実施する」に改めてはどうか。 

＊入院症例以外の全身管理の例： 
ア）基礎疾患を有する外来患者に対する歯科治療中の全身管理 
イ）外来患者の歯科治療における麻酔の全身管理（鎮静・全身麻酔等） 
ウ）在宅歯科医療における医科との連携 
 

  ④申請様式の簡素化 

・臨床研修施設の指定・年次報告等に係る申請を簡素化する。 
・申請様式の記載方法をわかりやすくする。 

 

２．研修の進捗管理の充実 

研修の進捗状況の把握および研修実施中の問題への対応 

○研修管理委員会は運営指針を定める。 

○研修期間中に緊急に対応が必要となる案件が生じた場合は、以下の要件を

満たす場合に限り、臨時の研修管理委員会を開催できる。 

（ア）運営指針に臨時の研修管理委員会開催に関する規定がある 

（イ）研修管理委員長、プログラム責任者、その他研修管理委員長が必要  

   と認めた者が出席している 

（ウ）協議結果については、研修管理委員会を構成する委員に対して報告   

   を行うこと。 
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協力型臨床研修施設の並行申請状況の把握 

○協力型が、複数の管理型と共同して研修プログラムを行う場合は、研修に必

要な人員、設備が確保できるよう、研修歯科医の受け入れ時期、人数等を計

画し、すべての管理型の研修管理委員会と協議すること。 

○研修管理委員会は共同して行う協力型の並行申請数の実態を把握し、研修歯

科医の受け入れの調整を図る 

 

やむを得ない理由により研修が困難となった場合の対応 

○協力型及び連携型において指導歯科医や歯科衛生士の欠員等、やむを得ない

事情によって研修プログラム実施が困難となる場合については、研修管理委

員会が研修の継続性に配慮し、研修歯科医と協議の上、研修歯科医の受け入

れ施設を決定すること。また、変更の内容について速やかに地方厚生局に報

告すること 

 

３．歯科医師臨床研修制度に対する理解の推進 

・臨床研修施設としての要件を満たす病院歯科が、管理型となって主体的に歯科

医師臨床研修に参加できるよう、国、歯科医師会、歯科医学会等は病院の開設

者や管理者等に対し一層の周知を図る。 

 

４．その他 

・生涯研修の第一歩である臨床研修を充実させるため、歯科医師臨床研修制度に

関わる様々な分野の関係者が参画して、実務的な活動（例えば、市民フォーラ

ム等を通じた国民への周知、研修指導ガイドラインの作成、臨床研修の到達目

標の議論、歯科医師の資質向上のための提言など）を行う場「歯科医師臨床研

修協議会（仮称）」の設置が望まれる。 

・マッチングについては国家試験不合格に伴う欠員補充の方法、アンマッチ者へ 
 の対応について改善を図ってきたところである。しかしながら、現在までに 
 解決していない問題もあることから、よりよい研修歯科医の募集・採用方法の 
 在り方について早急に検討する必要がある。 

・群方式の推進により、研修プログラムの増加・多様化が期待される。歯科診療

所・病院歯科で実施される研修プログラムに関する情報について、現在運用さ

れている D-REIS の充実を通じて、よりきめ細かく、効果的に提示していく必

要がある。 



歯科医師臨床研修施設群方式推進のための改善策

現 状 改善策

適切なチーム医療を実施するための員数
要件の見直し（歯科衛生士数等）

臨床研修施設等
員数要件を満た
す歯科診療所等

原 因

要件の見直し（歯科衛生士数等）

臨床研修施設としての指定要件を満たさ
ない施設の活用と新たな研修指導体制
（ ）新たな臨床研修施設 類型を設置

○歯科大学病院に
研修プログラムが
集中

す歯科診療所等
が少ない。（特に
都市部以外）

（１）新たな臨床研修施設の類型を設置
（連携型臨床研修施設）

（２）既存の研修施設の活用
（研修協力施設）

臨床研修の管理・運営

研修歯科医を
多く受け入れ
る施設群にお
いては、研修

一時的な指定要件を満たさなくなった場
合の対応（指定継続の取り扱い等）

群方式
の推進

○事案の発生への対
処が速やかに行わ
れていない

○指導歯科医と研修 、研修
管理委員会の
開催が困難で
あり、実質的な
議論ができな

研修管理委員会の改善
（１）運営方法の改善
（２）研修継続のための運用改善 等

歯科医とのトラブル
の発生

○研修の進捗状況に
関する情報共有が徹 議

い。
管理型臨床研修施設として申請しやす
い環境の整備
（１）申請様式等の簡素化

底されていない

臨床研修に係る手続き
申請及び報告に
係る手続きが煩
雑

（２）協力型臨床研修施設から管理型
臨床研修施設へのステップアップ
の誘導

管理型臨床研修施設の
事務負担の増大

臨床研修に係る手続き
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（１）施設側に起因する中断・未修了の取り扱い

研修管理委員会の運営方法について

…臨床研修の中断事例や未修了事例を分析すると、研修歯科医側に起

因する事例（研修歯科医のメンタルヘルス、傷病、妊娠、出産等）のみで

はなく、臨床研修施設側に起因する事例（研修歯科医に対するハラスメン

ト等）も認められる。

今後、臨床研修施設側に起因する臨床研修の中断事例や未修了事例

への対応策については、さらに検討が必要である。

（２）研修管理委員会の運用

…現行の研修管理委員会の下に少人数による実質的な検討を行え

る場を設けることが可能となるようにするとともに、研修管理委員会の

構成、開催状況等に関して見直しが必要である。

研修管理委員会の構成（現行）

委員長

研修管理委員会

A協力型施設の研修実施責任者

B協力型施設の研修実施責任者

N協力型施設の研修実施責任者

すべての協力型施設の研修実施責任者

・
・
・

すべての研修協力施設の研修実施責任者すべてのプログラム責任者

事務部門の責任者

外部の有識者

管理型施設の管理者

a 研修協力施設の研修実施責任者

b 研修協力施設の研修実施責任者

n 研修協力施設の研修実施責任者

・
・
・

プログラム①責任者

プログラム②責任者

プログラム○責任者

・
・・

指導歯科医指導歯科医 指導歯科医 指導歯科医
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（通知抜粋） 

６ 研修管理委員会等の要件 

臨床研修を実施している間、指導歯科医等の研修歯科医の指導に当たる者は、

適宜、研修歯科医ごとの研修の進捗状況を把握・評価し、修了基準に不足して

いる部分を補い、あらかじめ定められた研修期間（原則として 1 年間）内に 臨

床研修を修了することができるよう配慮しなければならないこと。 
（1）研修管理委員会 
ア 単独型臨床研修施設の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含ま

なければならないこと。 
（ア）当該病院又は診療所の管理者又はこれに準ずる者 
（イ）当該病院又は診療所の事務部門の責任者又はこれに準ずる者 
（ウ）当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム責

任者 
（エ）研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、すべての研修

協力施設の研修実施責任者 
イ 管理型臨床研修施設の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含ま

なければならないこと。 
（ア）当該病院又は診療所の管理者又はこれに準ずる者 
（イ）当該病院又は診療所の事務部門の責任者又はこれに準ずる者 
（ウ）当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム

責任者 
（エ）臨床研修施設群を構成するすべての協力型臨床研修施設の研修実施責

任者 
（オ）研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、すべての研

修協力施設の研修実施責任者 
ウ 研修管理委員会の構成員には、当該臨床研修施設及び研修協力施設以外

に所属する歯科医師、有識者等を含むこと。 
エ 研修管理委員会は、研修プログラムの作成、研修プログラム相互間の調

整、研修歯科医の管理及び研修歯科医の採用・中断・修了の際の評価等

臨床研修の実施の統括管理を行うこと。 
オ 研修管理委員会は、必要に応じてプログラム責任者や指導歯科医から研

修歯科医ごとの研修進捗状況について情報提供を受ける等により、研修

歯科医ごとの研修進捗状況を把握・評価し、修了基準に不足している部

分についての研修が行えるよう配慮しなければならないこと。  
                ２ 
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歯科医師臨床研修推進検討会報告書（平成 20 年 12 月 22 日）の記載項目 

 

赤字は第６回および第７回歯科医師臨床研修推進検討会にて議論した項目 
 
第１ はじめに 

第２ 臨床研修施設群方式の推進について 

１ 臨床研修施設の指定基準  

（１）指定基準の見直し 

（２）指定基準を満たさなくなった場合の対応 

２ 新たな臨床研修施設の研修指導体制  

（１）臨床研修施設等のグループ化 

（２）臨床研修施設等のグループ化の活用方法 

３ 歯科医師臨床研修の到達目標の見直し （研修協力施設の活用に関して議論あり） 

４ 臨床研修施設群方式の円滑な推進に係る手続き 

第３ 研修管理委員会の役割等について 

１ 研修歯科医のメンタルヘルスへの対応 

２ プログラム責任者・指導歯科医への対応 

３ 協力型臨床研修施設への対応  

（１）協力型臨床研修施設との研修指導体制の構築 

（２）協力型臨床研修施設の適当数 

（３）協力型臨床研修施設の並行申請への対応 

４ 研修管理委員会運営指針（仮称）の策定  

第４ 歯科医師臨床研修に係る評価等について 

１ 臨床研修施設に対する評価 

２ 双方向性評価の導入の検討  

３ 研修歯科医の評価方法の改善  

４ 歯科医師臨床研修の中断・未修了への対応 

第５ その他の課題 

１ 歯科医師臨床研修制度の周知 （病院関係者への周知に関して議論あり） 

（１）国民への周知 

（２）歯科医療関係者への周知 

（３）歯科医師臨床研修に関する議論の場 

２ 歯科医師臨床研修マッチングプログラムの見直し  

３ 指導歯科医の資質向上策  

４ 生涯を通じた歯科医師の資質向上策  

第６ おわりに 



参考２  
 第７回歯科医師臨床研修推進検討会資料 平成 21 年 8 月 4 日 
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臨床研修施設のグループ化による群方式の推進 

第８回作業委員会（平成 21 年 7 月 8 日）とりまとめ案 

1) 目 的 

指導歯科医の専門性あるいは独自性を活かしたプログラムなど、臨床研修施設の特

徴を活かした多様な研修プログラムの立案を可能にする。 

 

2) グループの定義 

一定数の協力型臨床研修施設（以下、「協力型」）および連携型臨床研修施設（仮）

が、先の目的のため連携した群を成すこと。 
 

3) 連携型臨床研修施設（仮称） 

臨床研修施設のうち、協力型臨床研修施設を補完して臨床研修を行う病院又は診療

所（単独型臨床研修施設を除く。）であり、当該臨床研修の実施を補助するものをい

うものであること。なお、連携型臨床研修施設としては、常勤の歯科医師が１名以上

の歯科診療所または病院が考えられること。 

＜指定要件＞ 

・常勤の歯科医師は１名以上。指導歯科医は必須。 

・常に勤務する歯科衛生士が１名以上。 

・研修実施責任者は、常勤の指導歯科医であり次のような要件を備えること。 

例）日本歯科医師会生涯研修認定者、臨床教授等、適切な指導力を持つこと。

さらに、同一グループ内の協力型からの推薦があること。 

・研修歯科医の同時受入定員は常勤の歯科医師と同数まで。 

・複数プログラムへの並行申請不可 

 ・○○日以上研修を行う。 

 

4) グループの構成 

 ・協力型および連携型がグループを構成（研修協力施設は含まれない）。 
 ・グループ内の施設数は最小３、最大５施設まで（協力型は２以上）。 
 ・グループ内の協力型の一つがグループを代表する施設となる（グループリーダー）。 

・施設間の距離が大きく離れないこと。 
 

5) プログラムとグループとの関係 

・グループリーダーがグループ内のローテーションを作成し、プログラム責任者、

または研修管理委員会と協議する。 
・研修歯科医は原則としてグループ内すべての施設で研修し、プログラム責任者が

研修歯科医の所在を管理する。 
・プログラム責任者は、プログラム申請に当たり、同一プログラムに複数グループ

を含めてもよい。 
・プログラムは１管理型＋１グループの構成とする？ 



参考２（案）
医道審議会歯科医師分科会歯科医師臨

床研修部会資料
平成21年8月19日

従来通りの歯科医師臨床研修

管理型

臨床研修施設群方式

①管理型施設のプログラム責任者が

研修歯科医の研修施設および

研修期間を決定

②研修期間は管理型および協力型では

３ヶ月以上連続、研修協力施設は

協力型Ⅱ協力型Ⅰ

研修プログラム例

研修協力
施設Ⅲ

研修協力
施設Ⅳ

一人診療所 一人診療所

合計で１ヶ月以内

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ヶ月

協力型Ⅰ
高頻度治療

予防・治療技術
など

管理型
医療面接

総合診療計画
全身管理など

協力型Ⅱ
小児歯科

研修プログラム例

研
修
協
力
施
設Ⅳ

矯
正
歯
科

研
修
協
力
施
設Ⅲ

地
域
医
療
・訪
問
診
療

検討中のグループ化案

管理型

①常勤歯科医師が一人だけの診療所を

連携型として活用できる

②グループ内のローテーションによって、

多彩なプログラム立案ができる

③グループリーダーが新たな管理型になる

ことを期待

グループ例

協力型Ⅱ

ことを期待

協力型Ⅰ

日本歯科医師会生涯研修
の認定歯科医連携型Ⅳ連携型Ⅲ

グループリーダー

臨床教授
など

研修プログラム例

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ヶ月

協力型Ⅰ
高頻度治療・予防・治療技術など

管理型
医療面接

総合診療計画
全身管理など

連携型Ⅲ
地域医療・訪問診療

協力型Ⅱ
小児歯科

連携型Ⅳ
矯正歯科

研修プログラム例



平成２１年９月１８日

参考３

新たな臨床研修施設の導入による群方式の推進

① 協力型 → 協力型（グループリーダー）→ 管理型

管理型

協力型

管理型

協力型 協力型

管理型

グループ化

グループリーダー

管理型へ

協力型

協力型

協力型

協力型 協力型

協力型 協力型 協力型

管理型施設を増やすことによって、研修プログラムの大学偏在を解消する

② 歯科医師、歯科衛生士の人数が少ないため、
指導能力はあるが臨床研修に参加できない施設 → 連携型

管理型

協力型

管理型

協力型

グループ化

管理型

協力型

協力型

協力型

協力型不参加 連携型 協力型 協力型

施設要件が整ってから協力型に連携型として参加



平成２１年９月１８日

参考３

③ 臨床研修制度へ負担の少ない形で参加して、
施設側の受け入れ体制を整備したい施設 → 連携型

管理型
臨床研修制度での

実績を積んだ後

管理型 管理型

不参加 連携型

協力型

実績を積んだ後

協力型として参加

管理型

グル プ化

連携型として

グループに参加

連携型として参加

協力型

協力型

グループ化

連携型

グル プに参加

④ 同一地域で連携している診療所を、臨床研修
制度に取り込む → 連携型

管理型

不参加

管理型

協力型

グループ化

連携型

連携型として

グループに参加

協力型
連携型

地域で連携している診療所への働きかけ
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